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令和４年度 １２月補正予算（追加）案の概要 
  

 国の「物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策」に基づく補正予算の一部に迅速に対応し、妊娠期か

ら出産・子育てまでの切れ目のない支援や子供の安心・安全を確保するための対策に要する経費に予算措置を講

じるとともに、観光応援キャンペーンによる観光関連事業者への支援など当面対応すべき事業について補正予算

を編成した。 

   

 【補正予算の内容】 

  （１）妊娠期から出産・子育てまでの一貫した支援 

  （２）子供の安心・安全対策の強化 

  （３）エネルギー価格・物価高騰等の影響を受ける事業者への支援 

  （４）埼玉高速鉄道線延伸に向けた取組の推進 

 

 

 

資料２ 
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１ 補正予算額 
 

区 分 補 正 前 補 正 額 計 

一 般 会 計（第６号） ２兆４，２０１億２，２４０万２千円    １２９億１，６４２万８千円  ２兆４，３３０億３，８８３万円 

特 別 会 計 １兆２，５９５億９，９９５万６千円 ー １兆２，５９５億９，９９５万６千円 

公営企業会計      １，９４３億７，５８８万２千円 ー      １，９４３億７，５８８万２千円 

合 計 ３兆８，７４０億９，８２４万円    １２９億１，６４２万８千円 ３兆８，８７０億１，４６６万８千円 

 

 

 

２ 補正予算の財源内訳（一般会計） 
 

歳 出 
財 源 内 訳 

国庫支出金 繰 越 金 

１２９億１，６４２万８千円 １１１億３，８０２万円 １７億７，８４０万８千円 

※  国庫支出金の内訳 

     ・妊娠出産子育て支援交付金              ７０億９，７０６万６千円 

     ・訪日外国人旅行者周遊促進事業費補助金        １８億８，９１５万３千円 

       ・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金    ７億９，１８８万１千円 

     ・障害者福祉費補助金                  ７億２，９００万円 

    ・学校安全特別対策事業費補助金             ６億３，０９２万円 

 

 

 

 



- 3 - 

 

３ 補正予算の内容 

    
   ア 妊婦や子育て家庭に対する支援                          ８７億４，５３３万４千円 

    妊婦や子育て家庭の孤立感、不安感の解消を図るため、妊娠期から出産・子育てまで一貫した伴走型相談 

   支援の拡充及び出産育児関連用品の購入費等への経済的支援を一体的に行う市町村に対し補助する。 

   ＜繰越明許費の設定＞                               【保健医療部】 
 

（２）子供の安心・安全対策の強化 １４億９，００６万円 

 
  ア 幼稚園等の送迎時における事故防止対策                 １４億９，００６万円 

    送迎時の子供の安全確保を図るため、幼稚園、小学校、中学校、特別支援学校、障害児通所支援事業所等 

   の設置者に対し補助等することにより送迎用バスの安全装置や登園管理システム等を整備する。 

                                     【総務部】【福祉部】【教育局】 
 

（３）エネルギー価格・物価高騰等の影響を受ける事業者への支援 ２６億８，１０３万４千円 

 
  ア 県内福祉施設に対する支援                             ７億９，１８８万１千円    

    高騰する食材料費の影響を緩和するため、高齢者施設、障害者施設、児童養護施設、保育所等に対し補助 

   する。                                                                  【福祉部】 

   

  イ 観光応援キャンペーンによる観光関連事業者への支援               １８億８，９１５万３千円 

     国の全国旅行支援を引き続き活用して県内観光の需要喚起を図るため、本県を目的地とする旅行に対し 

   て、最大２０％の旅行代金の割引や最大２，０００円分の地域観光クーポンを配布する。  【産業労働部】 

   

（１）妊娠期から出産・子育てまでの一貫した支援  ８７億４，５３３万４千円 
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（４）埼玉高速鉄道線延伸に向けた取組の推進          

     
    ア 鉄道事業者への要請に向けた調査の実施＜債務負担行為の設定＞       限度額  ２９５万円                              

    埼玉高速鉄道線延伸に向けて鉄道事業者への要請を円滑に実施するため、さいたま市と共同で行う建設費 

   等に関する調査の前倒しを図る。                           【企画財政部】 


